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として形成され，SLFP と UNP という 2 大政党からなる。両党は国民政府形成
の覚書を結んでおり，憲法改正や国民和解，汚職追放などに取り組むことを表明
している。
　2015年 8 月選挙後の国会の議席は UNP が106議席，UPFA が95議席（うち SLFP
が80議席）で，シリセーナが党首を務める SLFP は議席数で UNP に劣る。そこで
数で勝る UNP と大統領を擁立する SLFP の間の政策に微妙な差異が際立ち始め
た。UPFA の中心政党である SLFP 内部にラージャパクサの復活を望む一派が根
強く残り，SLFP 内部で意見の一致が見られないためである。
　ラージャパクサを支持する議員らは2015年11月より Joint Opposition（JO）を名乗
りはじめた。しかし彼らは UPFA および SLFP を脱しておらず，SLFP も党中央
大会で JO を独立した政党と認めないと決定した。訳語は「統一野党」になろう
が，厳密には野党といえない（国会における最大野党はタミル国民連合［TNA］）。
JO は反対派グループにすぎないものの，その数は50人弱に及び SLFP の半数以
上に達するため完全に放逐するには大きすぎる。また党首のシリセーナはラー
ジャパクサ政権下で弱体化した SLFP を復活させたいと望んでおり，JO の動向
を無視できない。一方 JO としても SLFP に残ることによって政権与党の地位を
享受しつつ，存在感を維持したい。ラージャパクサ支持層は農村部のシンハラ人，
軍およびシンハラ急進派であり，選挙キャンペーン時には強い訴求力を持ち，そ























め，SLFP が主導権をもつ各州評議会が次々に否決した。後述する VAT やハンバ
ントタ地域の開発についても UNP の方針に対して SLFP および大統領は待った
をかけ， 2 党間の溝はとくに経済や開発政策において顕著である。
迷走する大統領

















































人や団体の意見を聴取したうえ，報告書を 5 月に提出した。 6 つの小委員会の報











　大統領は，小委員会の報告を受けて12月 1 日に JO に対して，国家的な問題を
解決するためのまたとない機会であり，憲法制定プロセスおよび和解プロセスを
でたらめなプロパガンダで台無しにしないよう国会で強く呼び掛けた。













ラージャパクサの次男のヨシータ ･ ラージャパクサ海軍大尉が TV 局のカールト
ン・スポーツ ･ ネットワークに関する汚職で FCID に逮捕された。 2 月に妻のシ
ランティも，不透明な不動産取引に関して大統領捜査委員会に召喚された。 5 ，
6 ， 7 月にはラージャパクサの弟バジル前経済開発相が，いずれも別件で逮捕さ
れた（保釈請求が認められた）。 7 月には長男で国会議員のナーマル・ラージャパ
クサが，2013年にラグビー・トーナメントのための資金7000万ルピーを流用した












7 月末にキャンディ郊外を出発し， 5 日間かけてコロンボまでの112キロメート
ルを徒歩でデモ行進した。ラトナプラやヌゲゴダで行った集会には数万人の支持
者を動員した。
　SLFP にとどまる JO メンバーらとは別に，G.L. ピーリス元外務大臣がスリラ
ンカ人民戦線（SLPP）を立ち上げたことも不確定要因となっている。このような
JO をはじめとするラージャパクサ支持派の勢力拡大に，大統領と大統領支持派
の SLFP 幹部らは，JO メンバーらにイベントの参加自粛を求めたり，懲罰的な
人事異動をすることで対抗している。たとえば，地方選挙区の責任者であるオー































とする JO は，OMP は失踪に関与した軍関係者を訴追するために用いられる可能
性があり，内戦を終結させた軍に対する裏切りであるとして法案に反対した。
　また死亡登録法も改正された。死亡証明書の代わりに失踪証明書の発行を可能
とする法案が 6 月に閣議で承認され， 8 月25日に可決した。これにより，失踪者
の家族は失踪証明書によって失踪者からの遺産の相続や再婚などの行政手続きを
進めることができるようになった。
　土地の返還は徐々に進んでいる。 4 月に，｢ 軍事的テロ行為 ｣ で失った土地 ･
家屋の返還請求を可能とする法律（時効にかかわる特別措置）法案が国会に提出さ


























　 9 月に北部州首相の C.V. ヴィグネスワランが率いる団体（タミル人民評議会，







































　外貨準備高は 6 月には53億ドル（輸入3.4カ月分）までに落ち込んだが， 6 月に
IMF から15億ドルの拡大信用供与（EFF）が得られることになり，持ち直した。
IMF の融資はスリランカの信用状況を好転させ，さらに 6 億ドルほどの追加融
資が見込まれる。
付加価値税（VAT）引き上げ
　VAT 改定は2016年予算に盛り込まれ，財務省は2016年 1 月 1 日より11％から
15％に引き上げる予定であったが，制度上の不備により改定は約半年遅れて2016























　VAT 引き上げもあり，政府収入は GDP 比14.3％（前年は13.3％），財政赤字の









ている。スリランカは海洋資源を守るため，IUU（違法 ･ 無報告 ･ 無規制）漁業を
558
大統領と首相の亀裂が露呈














を誘致するべくトップセールスを行った。 7 月からはシンガポールと FTA 交渉
を開始した。
バランス外交から中国回帰―PCPは国際金融センターとして再開






PCP 工事再開について合意し，ハンバントタ港プロジェクトの第 2 フェーズ支
援についても中国側から約束を得た。
　 8 月 1 日には，スリランカ政府と中国港湾工程会社（CHEC）の間で PCP を新た
にコロンボ国際金融シティ（CIFC）として合意すると閣議承認された。12日には






































































である。各選挙区においては SLFP と UNP がそれぞれ単独で立候補者を擁立する。
















1 月 4 日 ▼パキスタン首相ナワズ・シャリー


































6 日 ▼ 国連のゼイド人権高等弁務官来訪
（～ 9 日）。
10日 ▼最高裁，テーラワーダ僧法案に対し，















24日 ▼ SLFP 中央委員会，JO に関わるイ
ベントや議論に党員の参加を禁止。





29日 ▼ SLFP の県・選挙区オーガナイザー
26人を大統領が任命。

















15日 ▼ UNP，JO が開発政策をサボター
ジュしているとして大規模集会。




4 月 3 日 ▼アンバラントタのホテル建設現場
で中国人労働者とスリランカ人労働者が衝突。






22日 ▼北部州評議会，北 ･ 東部州を 1 つの
単位とする州の設立を目的とする決議可決。
23日 ▼ラージャパクサ，タイ訪問。







5 月 2 日 ▼ VAT を11％から15％に引き上げ。
3 日 ▼ラージャパクサの警護体制変更をめ
ぐり国会で乱闘騒ぎ，一時休止。

































































21日 ▼ 首相，国会で UNP と SLFP による
国民政府は，さらに 5 年間継続されると発言。
25日 ▼ 大統領，JO 議員らと話し合い。
SLFP の党内宥和を要望。
28日 ▼パーダ・ヤタラ（反政府デモ），キャ
ンディのガラハ交差点からスタート。 8 月 1
日コロンボに到着。
▼中銀，政策金利を0.5㌽引き上げ。
8 月 1 日 ▼首相，世界イスラーム経済フォー
ラム出席のためインドネシア訪問（～ 3 日）。
▼閣議，正式に PCP 承認。
4 日 ▼ SLFP 中央委員会，パーダ・ヤタラ
参加者に対して厳罰措置を決定。
5 日 ▼ラージャパクサ，韓国訪問。















15日 ▼ FCID，ナーマル ･ ラージャパクサ
を株式の違法購入で逮捕。
19日 ▼連立政権発足 1 周年記念式典開催。
25日 ▼死亡登録法修正案可決。
31日 ▼潘基文国連事務総長，来訪。大統領，
首相と会談。 9 月 1 日にゴール， 2 日にジャ
フナを訪問。








































































29日 ▼ V. ムラリタラン（通称カルナ），
FCID に出頭後逮捕される。























































































災害管理 Anura Priyadharshana Yapa
教育 Akila Viraj Kariyawasam
財務 Ravi Karunanayake





住宅 ･ 建設 Sajith Premadasa
産業 ･ 商業 Rishad Bathiudeen
法務 Wijayadasa Rajapaksa




国家政策・経済 Ranil Wickremasinghe 
国会改革・メディア Gayantha Karunathilaka




 Mohamad Hasheem Abdul Haleem
電力・再生可能エネルギー
 Ranjith Siyambalapitiya
行政 Ranjith Madduma Bandara





技術・技術教育 ･ 雇用 Susil Premajayantha
通信 ･ デジタルインフラ Harin Fernando




都市開発 ･ 水道 Rauff Hakeem




灌漑 Vijith Vijayamuni Zoysa
メガポリス ･ 西部開発















財務 Laxman Yapa Abeywardena
漁業 ･ 水産資源  Dilip Weddearahchi
産業 ･ 商業 Champika Premadasa
労働 ･ 労働組合 Ravindra Samaraweera
土地 TB Ekanayake
国家政策・経済  Niroshan Perera
568
2016年　参考資料
復旧・再定住 ･ ヒンドゥー問題・刑務所改革 
 M.L.A.M. Hizbulla
技能開発・職業訓練 Palitha Range Bandara
技術・技術教育 ･ 雇用 Lakshman Seneviratne
高等教育・幹線道路
 Mohan Lal Grero（高等教育）
 Dillan Perera（幹線道路）
都市開発 ･ 水道 Sudarshini Fernandopulle
女性 ･ 子供 Vijayakala Maheswaran
開発戦略・国際貿易






外務 Harsha De Silva
海外雇用 Manusha Nanayakkara
保健・栄養・伝統医療 Faizal Cassim
内務 Nimal Lansa Warnakulasuriya




 Karunarathna Paranawithnage 
石油 ･ ガス Anoma Gamage
プランテーション産業
 Lakshaman Wasantha Perera
港湾 Nishantha Muthuhettigama
郵政・イスラーム問題 Dulip Wijesekara
電力・再生可能エネルギー Ajith P. Perera
行政 Susantha Punchinilame









公企業開発  Eran Wickramaratne
社会福祉 Ranjan Ramanayake






2010 2011 2012 2013 2014 2015 20161）
人 口（100万人） 20.67 20.89 20.42 20.58 20.77 20.96 21.20
労 働 力 人 口（100万人）3） 8.12） 7.9 7.8 8.0 8.0 8.2 8.3
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）4） － － － － － 3.8 4.0
失 業 率（％） 4.9 4.2 4.0 4.4 4.3 4.7 4.4
為替レート（ 1 ドル＝ルピー，年平均） 113.06 110.57 127.60 129.11 130.56 135.94 145.60
（注）　 1 ）暫定値。 2 ）北部州は含まない。 3 ）労働力人口は2010年は10才以上，2011年以降は15才以上。
4 ）2015年11月より基準年が2013年に変更された。年末の対前年比。
（出所）　Central Bank of Sri Lanka, Annual Report, KEY ECONOMIC INDICATORS.
　 2　支出別国民総生産（名目価格） （単位：100万ルピー）
2012 2013 20141） 20151） 20162）
民 間 消 費 支 出 5,691,714 6,483,669 6,981,947 7,677,131 8,003,789
政 府 消 費 支 出 665,831 745,684 868,059 984,755 1,015,107
総 資 本 形 成 3,410,511 3,189,326 3,347,638 3,114,674 3,723,875
財 / サ ー ビ ス 輸 出 1,730,467 1,949,158 2,185,039 2,301,065 2,538,695
財 / サ ー ビ ス 輸 入 2,766,060 2,775,711 3,021,531 3,125,931 3,442,490
国 内 総 生 産（GDP） 8,732,463 9,592,125 10,361,151 10,951,695 11,838,975
（注）　 1 ）改定値。 2 ）暫定値。
（出所）　表 1 に同じ。TABLE 9.
　 3　産業別国内総生産（実質：2010年価格） （単位：100万ルピー）
2012 2013 20141） 20151） 20162）
農 業 ・ 漁 業 ・ 林 業 592,443 611,676 639,696 670,106 641,943
鉱 工 業 1,520,844 1,565,642 1,606,869 1,669,558 1,732,672
う ち 製 造 業 1,235,988 1,263,921 1,296,100 1,359,694 1,383,461
建 設 業 514,757 553,438 611,842 595,115 683,604
卸売・小売，運輸・倉庫，ホテル・飲食業 1,792,678 1,840,272 1,905,136 1,997,097 2,064,738
情 報 ・ 通 信 36,674 39,510 44,078 48,892 52,802
金 融 ・ 保 険 433,714 456,863 485,201 574,602 642,788
不 動 産 369,719 417,024 444,049 489,217 509,993
専 門 ・ 技 術 ・ 事 務 155,741 161,963 166,489 154,239 149,382
行 政 ・ 国 防 ・ 教 育 726,619 686,499 723,918 749,757 786,529
そ の 他（自営を除く） 730,316 803,514 839,633 869,640 881,221
租 税 748,362 744,923 791,696 857,040 894,005
補 助 金 33,351 35,121 33,174 41,373 27,650
国 内 総 生 産（GDP） 7,588,517 7,846,202 8,235,429 8,633,890 9,012,026
実 質 Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％） 9.1 3.4 5.0 4.8 4.4






2012 2013 2014 2015 20161）
輸 出 9,773 10,394 11,130 10,547 10,310
農 業 2,332 2,581 2,794 2,482 2,326
工 業 7,371 7,749 8,262 8,017 7,940
鉱 業 61 64 74 48 44
輸 入 19,190 18,000 19,417 18,935 19,400
消 費 財 2,995 3,183 3,853 4,714 4,319
中 間 財 11,578 10,554 11,398 9,638 9,870
投 資 財 4,590 4,253 4,152 4,567 5,198
貿 易 収 支 -9,417 -7,609 -8,299 -8,389 -9,090
（注）　 1 ）暫定値。
（出所）　Central Bank of Sri Lanka，“Press Release.”（2017年 3 月27日）。
　 5　国際収支 （単位：100万ドル）
2012 2013 2014 20151） 20162）
経 常 収 支 -3,982 -2,607 -2,018 -1,883 -1,942
貿 易 収 支 -9,417 -7,609 -8,287 -8,388 -9,090
輸 出 9,774 10,394 11,130 10,546 10,310
輸 入 19,190 18,003 19,417 18,935 19,400
サ ー ビ ス 収 支 1,262 1,180 1,880 2,325 2,879
第 一 次 所 得 収 支 -1,219 -1,817 -1,839 -2,013 -2,184
第 二 次 所 得 収 支 5,392 5,639 6,227 6,193 6,453
金 融 収 支 4,263 3,064 1,536 2,312 2,117
直 接 投 資 877 868 827 627 661
証 券 投 資 2,126 2,068 2,065 686 993
金 融 派 生 商 品 … … … … …
そ の 他 投 資 2,021 1,239 192 1,354 -9
外 貨 準 備 760 1,112 1,548 354 -472
誤 差 脱 漏 -412 -590 393 -476 -201
（注）　 1 ） 改定値。 2 ）暫定値。
（出所）　Central Bank of Sri Lanka, Annual Report 2017, TABLE 84.
